
(2)各会計、関係団体の財政状況及び健全化判断比率（都道府県）

地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況（単位：百万円）
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公債費負担の状況 将来負担の状況

合計

合計

(3ヵ年平均) 9.7 8.7 8.5

将来負担比率 137.4 400.0

実質公債費比率
（(Ａ)－((Ｂ)＋(Ｄ))）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００

(単年度) 8.5 8.3 8.9

実質公債費比率 8.5 25.0 35.0

(Ｃ)－(Ｄ) 269,561,484 269,567,960 276,358,778

連結実質赤字比率 - 8.75 15.00

算入公債費等の額 (Ｄ) 52,604,417 52,809,389 51,416,677

標準財政規模 (Ｃ) 322,165,901 322,377,349 327,775,455

5.00 その他第三セクター等に係る将来負担額 - - - -

5.5

特定財源の額 (Ｂ) 1,272,846 778,309 817,929 実質赤字比率 - 3.75

早期健全化基準 財政再生基準 地方独立行政法人に係る将来負担額 14,598,617 17,546,078 15,186,193

債
務
負
担
行
為

損失補償・債務保証の履行に係るもの - - - - 将来負担比率（(Ｅ)－(Ｆ)）／（(Ｃ)－(Ｄ)）×１００ 152.7

811,611,483 775,454,215 783,743,418 奈良県国民健康保険事業費特別会計 -

- - -

利子補給に係るもの 127,686 139,989 157,397 0.1 健全化判断比率 令和2年度

- - -

その他上記に準ずるもの - - - - 土地開発公社に係る将来負担額 -

615,231,737 222.6 奈良県営競輪事業費特別会計

奈良県中央卸売市場事業費特別会計 132,023 147,931 273,732 0.1

地方公務員等共済組合に係るもの - - - -

- -

引き受けた債務の履行に係るもの - - - -

公社・
三セク等

地方道路公社に係る将来負担額 -

156.0 137.4 その他の会計 - -

- - -

449,705 897,805 0.3

国営土地改良事業・森林総合研究所等が行う事業に係るもの 28,443 14,457 102,934 0.0 充当可能特定歳入 

166,368,234 147,184,227 158,606,082 57.4

企業債等
繰入見込額

奈良県流域下水道事業費特別会計

13,338,772 9,367,241 9,905,599 3.6

- - - -

社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - - (Ｆ)

基準財政需要額算入見込額 631,904,477 618,902,747

- - -

いわゆる五省協定等に係るもの - - - - 充当可能
財源等

充当可能基金 

1,223,458,264 1,196,239,269 1,163,548,970 その他上記に準ずるもの -

- - -

PFI事業に係るもの 27,821 28,256 28,698 0.0 (Ｅ)

- - - - 引き受けた債務の履行に係るもの -

665,187

-

内訳 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 組合等連結実質赤字額負担見込額 

連結実質赤字額 - - - - 損失補償・債務保証の履行に係るもの合計 (Ａ) 76,764,259 75,985,656 76,719,926

一時借入金の利子 - - - - 　うち、健全化法施行規則附則第三条に係る負担見込額 - - -

15,186,193 5.5 依頼土地の買い戻しに係るもの 4,157,248 2,559,441 3,630,600

- - -

239,159 0.1 退職手当負担見込額 97,984,114

2,236,992 2,019,452 1,791,734 0.6 森林総合研究所等が行う事業に係るもの -

- 社会福祉法人の施設建設費に係るもの - - - -

1.3

597,636 1,171,537 0.4 国営土地改良事業に係るもの準
元
利
償
還
金

満期一括償還地方債に係る年度割相当額 6,083,333 6,433,333 6,956,667 2.5

- -

債務負担行為に基づく支出額（公債費に準ずるもの） 183,950 182,702 289,029 0.1 設立法人等の負債額等負担見込額 14,598,617 17,546,078

93,858,505 88,500,587 32.0 地方公務員等共済組合に係るもの - -

- - -

 組合等が起こした地方債の元利償還金に対する負担金等 226,017 228,249

PFI事業に係るもの 303,297 275,031 246,333 0.1

減債基金積立不足算定額 856,898 918,414 2,328,289 0.8

一般会計等に係る地方債の現在高 1,101,861,207 1,077,863,547 1,051,602,302 380.5

債
務
負
担
行
為

債務負担行為に基づく支出予定額 5,980,124 4,354,051 5,296,617

1,519,579 1,519,579 1,419,684 0.5

 公営企業債の元利償還金に対する繰入金 75,805 6,018 207,433 0.1 組合等負担等見込額 

公営企業債等繰入見込額 797,210

平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比

元利償還金 69,338,256 68,216,940 66,699,349 24.1 将来負担額

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比 内訳

0

　※地方公共団体が①25%以上出資している法人又は②財政支援を行っている法人を記載している。

　※地方公共団体財政健全化法に基づき将来負担比率の算定対象となっている法人については、○印を付与している。

実質公債費比率　　（千円・％） 将来負担比率　　（千円・％）

区分 平成30年度 令和元年度 令和2年度 分母比

1.9 いわゆる五省協定等に係るもの - - - -

地方公社・第三セクター等 26,927 14,628 56,335 8,864 0 0

一部事務組合等

関西広域連合 2,517 2,456 61 61 - 82 1

4,812 1,791南和広域医療企業団 10,786 10,673 113 113 -

一部事務組合等名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
負担見込額

備考

43,670 1,172公営企業会計等 32,784

連結実質赤字額

法非適用企業奈良県中央卸売市場事業費特別会計 850 846 4 4 130 500 274 -

898 - 法適用企業奈良県流域下水道事業費特別会計 13,203 12,595 608 2,172 200 19,951

- 23,219 - - 法適用企業奈良県水道用水供給事業費特別会計 12,384 9,830 2,554 24,446

奈良県国民健康保険事業費特別会計 128,077 122,064 6,013 6,013 8,061 - - -

- -奈良県営競輪事業費特別会計 18,806 18,657 149 149 - -

- -▲ 1 807 562 - - -他会計等
からの
繰入金

企業債
（地方債）
現在高

左のうち
一般会計等
繰入見込額

資金不足
比率

備考
奈良県暴力団追放県民センター

- - - -

会計名 総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

純損益
（形式収支）

資金剰余額
/不足額

（実質収支）

公営企業会計等の財政状況（単位：百万円） 奈良生駒高速鉄道 541 7,748 3,077 -

- - 8,864 - -

- - - -

　※一般会計等（純計）は、各会計の相互間の繰入・繰出等の重複を控除したものであり、各会計の合計と一致しない場合がある。 奈良県土地開発公社 ▲ 60 3,289 10

- 奈良県緑化推進協会 1 83 15 17

-

一般会計等（純計） 676,671 668,286 8,385 1,520 1,051,602

3,076 750 348 - - -実質赤字額 奈良県食肉公社 ▲ 32

- - - -奈良市場冷蔵 ▲ 5 10 5 -

- -▲ 4 90 9 60 - -なら担い手・農地サポートセンター

5 1,051 1,206 - - -奈良県地域産業振興センター ▲ 151 607

- - - -奈良県生活衛生営業指導センター 0 10 2 18

- -▲ 4 144 2 6 - -奈良県自動車駐車場及び奈良県自動車乗降場費特別会計 188 171 17 17 93 0 奈良県人権センター

1,643 5,447 38,627 - - -3,291 39,286 (地独)奈良県立病院機構 1,433 ▲ 11,469

16,496 - - -

地方独立行政法人奈良県立病院機構関係経費特別会計 6,716 6,716 0 0

公立大学法人　奈良県立医科大学 997 3,037 20,066 7,061

- -

奈良県育成奨学金貸付金特別会計 1,233 63 1,170 0 - 0

▲ 1 34 0 - - -奈良県公債管理特別会計 139,615 139,615 0 0 102,887 0 奈良県アイバンク

5 - - - - -- 0 奈良県健康づくり財団 35 935

- - - -

奈良県林業改善資金貸付金特別会計 289 93 196 0

奈良県老人クラブ連合会 1 52 13 6

- -

奈良県証紙収入特別会計 2,804 2,607 197 197 - 0

▲ 3 17 20 14 6 -奈良県中小企業振興資金貸付金特別会計 1,305 320 985 0 - 1,546 かがやきホーム

163 107 - - - -- 49 奈良県ビジターズビューロー 3 243

- - - -

奈良県農業改良資金貸付金特別会計 79 31 48 0

公立大学法人奈良県立大学 35 432 250 489

- -

奈良県母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計 224 55 169 0 - 585

▲ 63 3,409 250 4 - -公立大学法人奈良県立医科大学関係経費特別会計 12,009 12,009 0 0 5,667 30,875 奈良先端科学技術大学院大学支援財団

80 - - - - -116 979,261 奈良テレビ放送 ▲ 8 1,084

当該団体
からの
貸付金

当該団体から
の債務保証に
係る債務残高

当該団体から
の損失補償に
係る債務残高

一般会計等
負担見込額

備考

一般会計 626,857 621,255 5,602 1,306

備考 地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体
からの
出資金

当該団体
からの
補助金

令和2年度 奈良県

一般会計等の財政状況（単位：百万円）

会計名 歳入 歳出 形式収支 実質収支
他会計等
からの
繰入金

地方債
現在高
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